
小中一貫教育検討状況について 

 

１．これまでの経緯 

令和2年7月　長瀞町学校のあり方検討委員会第1回会議（全9回開催） 

4年1月　長瀞町学校のあり方検討委員会から答申 

　今後の望ましい学校教育のあり方について答申し、小中一貫教育の導入及び

早期の小学校の統合を提言。 

4年6月　長瀞町立小中学校適正規模・適正配置基本方針及び基本計画策定 

　前期計画（令和4年度・5年度）では小学校の統合、後期計画（令和6年度

～13年度）では、小・中学校の一体的配置などの小中一貫教育に向けた施設の

検討を行うことを計画。 

4年8月　長瀞町学校統合準備委員会第1回会議（全7回開催） 

6年4月　第一小学校と第二小学校を統合 

 

２．今年度の実施内容 

⑴長瀞町小中一貫教育検討委員会第1回会議（6月27日） 

①長瀞町教育委員会からの諮問について 

②長瀞町小中一貫教育検討委員会について 

③アンケート調査について 

⑵小中一貫教育検討に係るアンケート調査実施（7月17日～8月2日） 

　中学生以下のこどもを持つ保護者309人及び地域住民700人の合計1,009人に対して実施。 

⑶長瀞町小中一貫教育検討委員会第2回会議（8月29日） 

①学校施設の劣化状況等について 

・総じて、建物自体はきれいに保たれている。 

・建築してから50年程度経過する建物が多く、全体的に劣化が進んでいる。 

・校舎等に部分的にき裂や損傷、塗装の剥離、剥落が見られる。 

②アンケート調査の結果について 

・回収率は37.0パーセント。 

・小中一貫教育の基本形態として「義務教育学校」と「小中一貫型小・中学校」があること

を約6割の住民が知らなかった。 

・約半数の住民が小学校と中学校がひとつの校舎で一貫教育に取り組んだほうが良いと回答。 

・施設の建て替えよりも現在の校舎を改修して使用した方が良いという回答が若干多かった。

40歳代までは「建て替え」の意向が高く、50歳代以降で「改修」の意向が高い傾向が見ら

れたほか、「コストを考慮して検討すべき」や「避難所の機能を兼ね備えた施設として建替

えるべき」との意見があった。 

⑷小中一貫教育検討に係るワークショップ第1回目（9月25日） 

　小・中学校の保護者や先生など14名に参加いただき、3つのグループに分かれて、校舎等を

新設するとした場合を想定した施設の配置計画等を検討した。ワークショップの最後には、各

グループで作成した施設の配置計画とその考え方等を発表していただいた。 

 

３．今年度の今後の予定 

令和6年12月　小中一貫教育検討に係るワークショップ第2回目 

7年  1月　長瀞町小中一貫教育検討委員会第３回会議 

7年  2月　長瀞町小中一貫教育検討委員会第４回会議  



４．校舎等を新設する場合の想定スケジュール 

 

５．検討状況の広報 

・「小中一貫教育検討委員会だより」の発行 

 

・会議資料等の町ホームページ掲載 
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